










































































1994 168 1．3 8360 2 24．1
1995 184 1．5 8，640 2．1 238
1996 196 1．6 8，890 2．2 23．2
1997 218 1．8 9，230 24 22．6
1998 240 2 9，570 2．5 224
1999 244 2ユ 9，930 2．5 22．2
2000 260 2．3 10，170 2．6 21．5
2001 280 2．5 10，420 2．7 20．7
2002 292 2．7 10970 2．7 20．2
2003 331 3．2 10，980 3 19．6
2004 363 3．6 11ρ70 3．3 19．2
2005 389 3．9 ll，720 3．3 18．7
2006 515 5．2 ll，870 4．3 18．2
2007 588 59 12，180 4．8 18ユ
2008 616 62 12，320 5 18．1









































計 8，328 100 49，180 169
1ρ00人以上 5ρ81 61 10990 46．2
300～999人 1，233 14．8 142
100～299人 684 8．2




























































































































































































































































































































































16 一経 営 論 集一
　　しかし，それら以外の，したがって少数の組合役員は，それに批判的である。
11）同一価値労働同一賃金原則は，欧米諸国では男女間の処遇格差を是正する考え方として発達したが，日本で
　　は正規非正規間の処遇格差を是正する考え方として発展させられるべきである（遠藤公嗣［2008］）。
12）日本の労働組合法の規定によれば，労働組合は，その組合員1人を代理して，組合員の使用者に団体交渉を
　　申し込むことができt使用者は申込みを応諾して真摯に交渉する義務がある。この規定は，個人加盟ユニオ
　　ンにとって非常に有利である。
13）東京管理職ユニオンは現在は連合傘下，女性ユニオン東京は独立，首都圏青年ユニオンは全労連傘下，と3
　　ユニオンは異なるけれども，役員の人脈や活動スタイルの点で，3ユニオンは影響関係がある。
14）非正規労働者は，個人間のネヅトワークを無意図的に形成し，そのネットワークにおける交際が「居場所」となっ
　　ていることがある。そして，ときには，このネットワークで雇い主の労働条件を比較する情報が交換され，
　　情報にしたがって非正規労働者が雇い主をかえる，すなわち転職することがある。派遣・請負労働者におけ
　　るその例は，戸室健作［2008］に示される。こうしたネットワークを個人加盟ユニオンがどの程度まで取り
　　込めるかが，個人加盟ユニオンの現在の課題であろう。
15）企業内組合の重要な基盤は，内部労働市場の存在であり，男性稼ぎ主型家族（male　bread　winner　family）の
　　存在ないし，それを肯定する意識の存在であると，私は考えている。そして両者とも，弛緩しつつあると私
　　は考えている。もっとも，この論点を本論文では議論しない。
16）連合のホームページ（http：／／www．jtuc－rengo．orjp／info／boshuu／tobuta／index．html　20091012アクセス）。こ
　　のような資金援助状況をつくり出したのは，2008－09年の「年越し派遣村」活動であった。
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